
 

1 

３．事業の実施状況（平成29年度静岡県計画の事後評価） 

（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  

事業名 【Ｎｏ．１】 

静岡県介護施設等整備事業 

【総事業費：執行額類計】 計 772,359千円 

平成29年度 581,091千円 

平成30年度 191,268千円 

事業の対象

となる区域 

県内全域 

（賀茂・熱海伊東・駿東田方・富士・静岡・志太榛原・中東遠・西部） 

事業の実施

主体 
静岡県（補助主体） 

事業の期間 平成29年４月１日～令和３年３月31日 

 継続 ／ □終了 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期及び第７期介護保険事業支

援計画等において予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

背景にある

医療・介護

ニーズ アウトカム指標： 静岡県全体 

目標項目等 令和２年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設 1,423人 

②介護老人保健施設 

（療養病床からの転換分を含む。） 
13,417床 

③ケアハウス 2,585床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 28カ所 

⑤認知症高齢者グループホーム 6,657床 

⑥小規模多機能型居宅介護事業所 181カ所 

⑦看護小規模多機能型居宅介護事業所 43カ所 
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事業の内容

（ 当 初 計

画） 

 ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 小規模多機能型居宅介護事業所      ６カ所 

 認知症高齢者グループホーム       ２カ所 

 認知症対応型デイサービスセンター    １カ所 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ２カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所    ５カ所 

 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

 支援予定施設等 

 特別養護老人ホーム           550床 

 地域密着型特別養護老人ホーム      116床 

 介護老人保健施設            120床 

 ケアハウス                90床 

小規模多機能型居宅介護事業       宿泊定員81床 

 認知症高齢者グループホーム        63床 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ３カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所    宿泊定員45床 

 介護療養型医療施設等の転換       720床 
 
③介護療養型医療施設から介護老人保健施設等への転換を図るための介護
施設の創設、改築及び改修に対して支援を行う。 

 支援予定施設等 

 介護療養型医療施設の介護老人保健施設等への転換整備 670床          

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備

等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備

を促進する。 

・小規模多機能型居宅介護事業所 ９カ所増 

・認知症高齢者グループホーム  ５カ所増 

・認知症対応型デイサービスセンター １カ所増 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ２カ所増 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 ５カ所増 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

 

＜平成29年度執行分のアウトプット指標（達成値）＞ 

 

○平成29年度執行分のアウトプット指標（達成値） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  ３カ所 

・認知症高齢者グループホーム ４カ所 
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・看護小規模多機能型居宅介護事業所 １カ所 

・地域密着型介護老人福祉施設 116人（４カ所） 

 

○平成30年度執行分のアウトプット指標（達成値） 

・地域密着型介護老人福祉施設   58人（２か所） 

・ケアハウス           60人（１か所） 

 

事業終了後1年以内のアウトカム指標：地域包括ケアシステムの構築に向け

て、第６期介護保険事業支援計画等において予定している地域密着型サービ

ス施設等の整備を行う。 

観察できなかった 

観察できた → 指標：地域密着型サービス施設が増加し整備が進捗した。 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 

地域密着型サービス施設が増加したことにより、高齢者が地域において、

安心して生活できる体制の構築が図られた。 

（２）事業の効率性 

工事契約や物品等契約手続について、県・市町に準じて競争入札等の手

法を導入することにより、経費の低減等の効率化が図られた。 

その他 ＜平成29年度の執行額＞ 581,091千円 

・介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 581,091千円 

 支援施設等 

 特別養護老人ホーム         520床（８カ所） 

 介護老人保健施設          120床（２カ所） 

 ケアハウス              90床（２カ所） 

地域密着型特別養護老人ホーム    116床（４カ所） 

小規模多機能型居宅介護事業      27床（３カ所） 

 認知症高齢者グループホーム      54床（４カ所） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所    ９床（１カ所） 

 
＜平成30年度の執行額＞ 191,268千円 

・介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 191,268千円 

 支援施設等 

 特別養護老人ホーム         190床（２カ所） 

 ケアハウス              60床（１カ所） 

 地域密着型特別養護老人ホーム     58床（２カ所） 
 

 


